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当社の連結子会社である株式会社ダイナシティは、平成28年１月12日に神田税務署より平成24年３月期

及び平成25年３月期の「法人税額等の更正通知書及び加算税の賦課決定通知書」を受領いたしました。 

株式会社ダイナシティは、納税にあたり設立当初より青色申告書の提出を行い、平成23年３月期から平

成25年３月期まで繰越欠損金の損金算入を実施し、それが受理されてまいりました。当社は、当社子会社

が適正に青色申告の申請を行い、これまで適正な申告・納税を行ってきたと考えております。 

しかしながら今回の更正通知は、その青色申告が無効であり、一部の繰越欠損金の損金算入が過大であ

るとして、当該繰越欠損金により控除した税額の負担を当社子会社に求めるものであります。 

当社といたしましては、今回の更正処分を不服と考え不服申し立てを行う予定です。 

本件による影響は主として過年度の連結業績に関わるものであるため、影響する期間にわたり訂正処理

を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成22年11月15日に提出いたしました第88期第２四半期（自 平成22

年７月１日 至 平成22年９月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融

商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ており、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

  

  

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

  

  

訂正箇所は  を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正箇所を含め訂

正後のみ全文を記載しております。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２  売上高には消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)を含んでおりません。 

３  従業員数は就業人員数を表示しております。 

４  第87期第２四半期連結累計期間、第88期第２四半期連結累計期間、第87期第２四半期連結会計期間及び第

88期第２四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第87期 
第２四半期 
連結累計期間

第88期 
第２四半期 
連結累計期間

第87期 
第２四半期 
連結会計期間

第88期 
第２四半期 
連結会計期間 

第87期 

会計期間 

自  平成21年
４月１日

至  平成21年
９月30日

自  平成22年
４月１日

至  平成22年
９月30日

自  平成21年
７月１日

至  平成21年
９月30日

自  平成22年
７月１日 

至  平成22年
９月30日 

自  平成21年
４月１日

至  平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 12,391 12,114 6,182 6,075 26,304 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △320 △686 △434 △569 563 

当期純利益又は 
四半期純損失（△） 

（百万円） △402 △444 △461 △907 29 

純資産額 （百万円） － － 27,381 24,945 26,284 

総資産額 （百万円） － － 52,929 54,882 57,613 

１株当たり純資産額 （円） － － 783.23 717.57 758.16 

１株当たり当期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△） 

（円） △11.55 △12.93 △13.32 △26.39 0.85 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － － 0.85 

自己資本比率 （％） － － 51.3 45.1 45.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,466 522 － － 3,770 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 2,472 3,050 － － △1,717 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △2,519 △2,062 － － 1,817 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） － － 4,048 7,966 6,481 

従業員数 （名） － － 1,873 1,782 1,797 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載して

おります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,782 （812） 
 

従業員数(名) 68 （30） 
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第２ 【事業の状況】 

  

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １  上記の金額は、販売価額によっております。 

２  上記の金額は、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

３  上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  
(2) 受注実績 

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １  上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

２  上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

  

  

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％) 

衣料事業 2,823 － 

合計 2,823 － 
 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％) 

衣料事業 4,802 － 

不動産賃貸事業 1,273 － 

合計 6,075 － 
 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

  

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）におけるわが国経済は、政府の

経済対策などにより緩やかながら回復の兆しが見られますが、米国経済の回復懸念などによる急激な円

高や株価の低迷もあり、依然として雇用・所得環境は厳しく、先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。 

衣料品業界におきましては、記録的な猛暑などの天候不順もあり、消費マインドの低迷が続き厳しい

状況下にあります。 

このような経営環境が続くなか、当社グループは「お客様第一」「品質本位」の企業理念を基に事業

改革をすすめております。 

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）における衣料事業の中国工場群

におきましては、引き続き経費の削減・生産の効率化を進めているものの、世界的な不況の影響により

国内外からの受注減少で生産量が大きく落ち込み、また、衣料事業のテキスタイル部門におきまして

も、紳士服の低価格化と販売不振の影響などで収益共に低調に推移いたしました。 

衣料事業の衣料品販売部門におきましては、オーダーメードやオンラインストアによる売上増加およ

び９月のシルバーウィーク以降の売上回復があったものの、８月までの天候不順等の影響により主力商

品である重衣料の販売不振が続いたため売上は昨年同期を若干下回りましたが、経費の削減を進めまし

た結果、利益面は改善することができました。 

不動産賃貸事業におきましては、当社グループ内に分散していた不動産賃貸事業に係る経営資源を集

中して業務の効率化を図るため、平成22年４月１日にグループ子会社の組織再編を実施いたしました。

当事業は堅調に推移し、経費の削減により昨年同期を上回る利益を確保することができました。しか

し、第３四半期以降の賃料の改定・オフィスビルの賃貸状況等は厳しい状況が予想されます。 

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）の売上高は前年同四半期に比べ

減少いたしましたが、一昨年来進めております在庫の圧縮による効率化・製造経費の削減等により売上

総利益率は前年同四半期から若干改善され51.4％となり、販売費及び一般管理費の削減により、営業損

失は前年同四半期に比べ若干改善することができました。 

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）の連結経常損失の増加は、グル

ープ子会社の組織再編に伴う不動産の移転登記費用、持分法適用会社である株式会社ブルックスブラザ

ーズジャパンが店舗に対する減損会計をより厳格に見直したことによる持分法投資損失の増加および海

外連結子会社における為替評価損等によるものです。 

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）の連結四半期純損失の減少は、

将来減算一時差異の回収可能性の検証の結果、繰延税金資産を積み増ししたことによるものでありま

す。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における連結売上高は12,114百万円（前年同四半期比2.2％

減）、連結営業損失は199百万円（前年同四半期は営業損失201百万円）、連結経常損失は686百万円

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（前年同四半期は経常損失320百万円）、連結四半期純損失は444百万円（前年同四半期は四半期純損

失402百万円）となり、当第２四半期連結会計期間における連結売上高は6,075百万円（前年同四半期比

1.7％減）、連結営業損失は225百万円（前年同四半期は営業損失163百万円）、連結経常損失は569百万

円（前年同四半期は経常損失434百万円）、連結四半期純損失は907百万円（前年同四半期は四半期純損

失461百万円）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  
①衣料事業 

当第２四半期連結累計期間における売上高は9,576百万円、セグメント損失は826百万円となり、当

第２四半期連結会計期間における売上高は4,802百万円、セグメント損失は564百万円となりました。

  

②不動産賃貸事業 

当第２四半期連結累計期間における売上高は2,675百万円、セグメント利益は609百万円となり、当

第２四半期連結会計期間における売上高は1,341百万円、セグメント利益は258百万円となりました。

  

  

(2) 財政状態の分析 

  

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して2,731百万円減少し、

54,882百万円（前連結会計年度末比4.7％減）となりました。この主な内容は、現金及び預金の増加

1,485百万円、有価証券の償還による減少4,019百万円等であります。 

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して1,338百万円減少して

24,945百万円となり、自己資本比率は45.1％となりました。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、7,966百万円（前年同四半期比3,917百

万円の増加）となりました。 

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは1,484百万円の収入超過（前年同四半期比

65百万円の増加）、当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは536百万円の支出超過

（前年同四半期比723百万円の減少）となり、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費1,075百万

円、たな卸資産の増加535百万円等により、522百万円の収入超過（前年同四半期比943百万円の減

少）となりました。 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

損失1,104百万円、たな卸資産の増加583百万円、減価償却費534百万円、投資有価証券売却損530百万

円、仕入債務の増加515百万円等により、139百万円の支出超過（前年同四半期比639百万円の減少）

となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得に

よる支出1,979百万円および有形固定資産の取得による支出519百万円がありましたが、投資有価証券

の売却による収入1,585百万円および有価証券の償還による収入4,024百万円等により、3,050百万円

の収入超過（前年同四半期比577百万円の増加）となりました。 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得に

よる支出1,979百万円および有形固定資産の取得による支出337百万円がありましたが、投資有価証券

の売却による収入1,585百万円および有価証券の償還による収入1,024百万円等により、224百万円の

収入超過（前年同四半期比264百万円の増加）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額800百

万円、長期・短期借入金の返済による支出1,225百万円等により、2,062百万円の支出超過（前年同四

半期比456百万円の増加）となりました。 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期・短期借入金の返

済による支出600百万円等により、618百万円の支出超過（前年同四半期比401百万円の減少）となり

ました。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

  

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

  

(5) 研究開発活動 

  

記載すべき重要な研究開発活動はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

  

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2) 設備の新設、除却等の計画 

  

① 重要な設備の新設 

  

 該当事項はありません。 

  
② 重要な設備の除却等 

  

 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

  

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 
 

種類 

第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成22年９月30日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成22年11月15日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 37,696,897 37,696,897 

東京証券取引所 
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株
であります。 

計 37,696,897 37,696,897 － － 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  

（平成17年6月29日定時株主総会特別決議） 

（注1） 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転す

る株式１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額とする。 

（注2）① 新株予約権者は、当社の取締役および監査役のいずれの地位をも喪失した日から原則として１

年を経過した日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年間新株予約権を行使できるもの

とする。 

② 前項に拘わらず、新株予約権者は、以下の（ア）または（イ）に定める場合には、それぞれに

定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア） 新株予約権が平成46年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成46

年7月1日から平成47年6月29日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営業日）

まで 

（イ） 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または

当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案またもしくは株式移転の議案につき当

社株主総会で承認された場合、当該承認日の翌日から15日（ただし、当該期間の最終日が

営業日でない場合には、その前営業日） 

③ 新株予約権者が死亡した場合には、相続人が新株予約権を行使することができる。ただし、こ

の場合相続人は、新株予約権者が死亡した日の翌日から3ヶ月を経過する日（ただし、当該日が営

業日でない場合には、その前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使することができる。 

④ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 108 個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数  10,800 株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成17年6月30日から 
平成47年6月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1 円 
資本組入額 1 円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
 

― 12 ―



  
（平成18年7月10日取締役会決議） 

（注1） 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転す

る株式１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額とする。 

（注2）① 新株予約権者は、上記の期間内において、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を

含む。）および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）から１年

を経過した日から５年間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）

に限り、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役会がやむ

を得ないと認めた場合には前項に拘わらず、地位喪失日の翌日から5年間（ただし、当該期間の最

終日が営業日でない場合には、その前営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 

③ ①に拘わらず、新株予約権者は、以下の（ア）または（イ）に定める場合には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア） 新株予約権が平成47年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成47年7月1日から平成48年6月30日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営

業日）まで 

（イ） 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または

当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案、もしくは株式移転の議案につき当社

株主総会で承認された場合 

当該承認日の翌日から15日（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前

営業日） 

④ 新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権は、相続人に承継される。ただし、承継者は、

新株予約権を承継した日から3ヶ月に限り、新株予約権を行使することができる。 

⑤ １個の本新株予約権を、さらに分割して行使することはできないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 141 個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 14,100 株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成18年7月26日から 
平成48年7月25日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1円 
資本組入額 1円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併

契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの

とする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金

額に上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式1株当たり1円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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（平成19年7月9日取締役会決議） 

（注1） 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を

受けることが出来る株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗

じた金額とする。 

なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 

① 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

  
② 当社が時価を下回る価額で、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第１９４条

の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式

に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自

己株式の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

（注2） 新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することがで

きないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 2,400個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 240,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 1,621円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成21年7月24日から 
平成25年7月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,621 円 
資本組入額 811 円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
 

調 整 後 
行使価額 

＝ 
調 整 前 
行使価額 

× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株

式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転

設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約

権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの

とする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金

額に上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式1株当たり1円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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（平成19年7月9日取締役会決議） 

（注1） 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式1株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（注2）① 新株予約権者は、上記の期間内において、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を

含む。）および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）から１年

を経過した日から５年間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）

に限り、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役会がやむ

を得ないと認めた場合には前項に拘わらず、地位喪失日の翌日から5年間（ただし、当該期間の最

終日が営業日でない場合には、その前営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 

③ ①に拘わらず、新株予約権者は以下の（ア）又は（イ）に定める場合（ただし、（イ）につい

ては、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれ

に定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア） 新株予約権が平成48年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成48年7月1日から平成49年7月24日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営

業日）まで 

（イ） 当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要な場合には、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

④ 新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することが

できないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 200個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 20,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり 1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成19年7月25日から 
平成49年7月24日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1円 
資本組入額 1円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株

式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転

設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約

権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘

案の上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価格を調整して得られる再

編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の

数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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（平成20年7月7日取締役会決議） 

（注1） 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式1株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（注2）① 新株予約権者は、上記の期間内において、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を

含む。）および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）から１年

を経過した日から５年間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）

に限り、新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役会がやむ

を得ないと認めた場合には前項に拘わらず、地位喪失日の翌日から5年間（ただし、当該期間の最

終日が営業日でない場合には、その前営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 

③ ①に拘わらず、新株予約権者は以下の（ア）又は（イ）に定める場合（ただし、（イ）につい

ては、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれ

に定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア） 新株予約権が平成49年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成49年7月1日から平成50年8月6日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営

業日）まで 

（イ） 当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要な場合には、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

④ 新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することが

できないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 262個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 26,200株 

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり 1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成20年8月7日から 
平成50年8月6日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1円 
資本組入額 1円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株

式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転

設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約

権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘

案の上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価格を調整して得られる再

編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の

数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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（平成21年7月6日取締役会決議） 

（注1）  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式1株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（注2）①  新株予約権者は、上記の期間内において、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を

含む。）および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）から１年

を経過した日から５年間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）

に限り、新株予約権を行使することができる。 

②  新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役会がやむ

を得ないと認めた場合には前項に拘わらず、地位喪失日の翌日から5年間（ただし、当該期間の最

終日が営業日でない場合には、その前営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 

③  ①に拘わらず、新株予約権者は以下の（ア）又は（イ）に定める場合（ただし、（イ）につい

ては、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれ

に定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア）  新株予約権が平成50年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成50年7月1日から平成51年7月23日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営

業日）まで 

（イ）  当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要な場合には、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

④  新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することが

できないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 556個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 55,600株 

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり  1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成21年7月24日から 
平成51年7月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格    1円 
資本組入額  1円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株

式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転

設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約

権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘

案の上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価格を調整して得られる再

編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の

数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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（平成22年7月5日取締役会決議） 

（注1）  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式1株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（注2）①  新株予約権者は、上記の期間内において、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を

含む。）および監査役のいずれの地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」という。）から１年

を経過した日から５年間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）

に限り、新株予約権を行使することができる。 

②  新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役会がやむ

を得ないと認めた場合には前項に拘わらず、地位喪失日の翌日から5年間（ただし、当該期間の最

終日が営業日でない場合には、その前営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。 

③  ①に拘わらず、新株予約権者は以下の（ア）又は（イ）に定める場合（ただし、（イ）につい

ては、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれ

に定める期間内に限り新株予約権を行使することができる。 

（ア）  新株予約権が平成51年6月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

平成51年7月1日から平成52年7月22日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営

業日）まで 

（イ）  当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要な場合には、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

④  新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することが

できないものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 640個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 64,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり  1円（注1） 

新株予約権の行使期間 
平成22年7月23日から 
平成52年7月22日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格    1円 
資本組入額  1円 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取 
締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注3） 
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（注3）組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為

の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株

式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転

設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約

権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘

案の上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価格を調整して得られる再

編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の

数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

前記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定

める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じ

て決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。 
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  定時株主総会決議に基づき、資本準備金を1,000百万円減少し、その他資本剰余金に振り替えております。 

  

  

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(千株) 

発行済株式 

総数残高 

(千株) 

資本金増減額

  

(百万円) 

資本金残高 

  

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

  

平成22年８月３日（注） 

  

－ 37,696 － 6,891 △1,000 7,147 
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(6) 【大株主の状況】 

  

平成22年９月30日現在 

(注) 1 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)で年金信託240千株、投資信託224千株となっておりま

す。 

2  上記のほか、自己株式が3,240千株あります。なお、自己株式数については、平成22年9月30日現在において

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式336千株を自己株式に含めております。

  

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社オンワードホールディングス 東京都中央区日本橋3丁目10-5 6,600 17.51 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27-2 1,845 4.90 

株式会社ソトー 愛知県一宮市篭屋5丁目1-1 1,250 3.32 

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ  
ＢＡＮＫ ３８００８４ 
(常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀行 
決済営業部) 

125 LONDON WALL, LONDON,  
EC2Y 5AJ, UNITED KINGDOM 
  
(東京都中央区月島4丁目16-13) 
  

1,197 3.18 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 1,134 3.01 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3-3 1,128 2.99 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 931 2.47 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社(信託口) (注)1 

東京都中央区晴海1丁目8-11 681 1.81 

栗原株式会社 東京都千代田区外神田3丁目1-16 587 1.56 

ダイドーリミテッド取引先持株会 東京都千代田区外神田3丁目1-16 545 1.45 

計 ― 15,900 42.18 
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(7) 【議決権の状況】 

  

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

(注)  単元未満株式数には、当社所有の自己株式が15株含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

(注) 当社は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入に伴い、平成21年４月１日付けで自己株式428,500株を資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴海１丁目８番12号）へ拠出しております。なお、

自己株式数については、平成22年９月30日現在において信託Ｅ口が所有する当社株式（336,500株）を自己株式

数に含めております。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）   

3,365 
単元株式数は100株
であります。 普通株式 3,240,600 

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,436,700 344,367 同上 

単元未満株式 普通株式 19,597 － 同上 

発行済株式総数   37,696,897 － － 

総株主の議決権   － 347,732 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

  （自己保有株式） 

株式会社ダイドーリミテッド 

東京都千代田区 

外神田三丁目 

１番16号 

2,904,100 336,500 3,240,600 8.60 

計 － 2,904,100 336,500 3,240,600 8.60 
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

２ 【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 

  

５月 

  

６月 

  

７月 

  

８月 

  

９月 

最高(円) 730 736 748 732 729 740 

最低(円) 691 661 681 683 686 701 
 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日か

ら平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

        当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 7,966 6,481
    受取手形及び売掛金 2,374 2,891
    有価証券 999 5,017
    商品及び製品 3,538 3,090
    仕掛品 794 875
    原材料及び貯蔵品 475 352
    その他 1,147 1,233

    貸倒引当金 △62 △32

    流動資産合計 17,232 19,911

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物（純額） 11,573 12,132

      その他（純額） 3,509 3,541

      有形固定資産合計 ※１, ※２ 15,083 ※１, ※２ 15,674

    無形固定資産 458 372
    投資その他の資産     
      投資有価証券 18,751 19,242
      その他 3,585 2,643

      貸倒引当金 △229 △229

      投資その他の資産合計 22,107 21,656

    固定資産合計 37,649 37,702

  資産合計 54,882 57,613
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(単位：百万円)

        当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   
  流動負債     
    支払手形及び買掛金 2,082 1,758
    短期借入金 5,727 9,820
    1年内返済予定の長期借入金 ※２, ※３ 1,000 ※３ 1,625
    未払法人税等 44 267
    賞与引当金 60 64

    その他 ※２ 3,144 ※２ 3,121

    流動負債合計 12,059 16,658

  固定負債   
    長期借入金 ※２, ※３ 7,500 ※３ 4,000
    長期預り保証金 ※２ 8,543 ※２ 9,005

    その他 1,832 1,665

    固定負債合計 17,876 14,670

  負債合計 29,936 31,329
 

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 6,891 6,891
    資本剰余金 8,696 8,746
    利益剰余金 13,284 14,529

    自己株式 △3,528 △3,637

    株主資本合計 25,343 26,530

  評価・換算差額等   
    その他有価証券評価差額金 △718 △733

    為替換算調整勘定 99 263

    評価・換算差額等合計 △618 △469

  新株予約権 137 130

  少数株主持分 83 92

  純資産合計 24,945 26,284

負債純資産合計 54,882 57,613
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(2) 【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

    
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 12,391 12,114

売上原価 6,105 5,884

売上総利益 6,285 6,230

販売費及び一般管理費 ※１ 6,487 ※１ 6,429

営業損失（△） △201 △199

営業外収益     
  受取利息 267 227
  受取配当金 119 110
  為替差益 62 －

  その他 57 61

  営業外収益合計 508 399

営業外費用     
  支払利息 173 173
  為替差損 － 32
  持分法による投資損失 356 381
  組織再編費用 － 212

  その他 98 86

  営業外費用合計 628 886

経常損失（△） △320 △686

特別利益     
  投資有価証券売却益 260 38
  土地売却益 128 －

  その他 3 1

  特別利益合計 392 39

特別損失     
  固定資産除売却損 81 8
  減損損失 39 5
  投資有価証券売却損 － 568
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 149

  その他 10 2

  特別損失合計 131 733

税金等調整前四半期純損失（△） △59 △1,380

法人税、住民税及び事業税 28 20

法人税等調整額 317 △950

法人税等合計 346 △929

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △450

少数株主損失（△） △3 △6

四半期純損失（△） △402 △444
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

    
前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,182 6,075

売上原価 3,315 3,318

売上総利益 2,866 2,756

販売費及び一般管理費 ※１ 3,030 ※１ 2,982

営業損失（△） △163 △225

営業外収益     
  受取利息 124 117
  受取配当金 3 4

  その他 33 37

  営業外収益合計 161 159

営業外費用     
  支払利息 83 84
  為替差損 59 27
  持分法による投資損失 209 328

  その他 78 62

  営業外費用合計 432 503

経常損失（△） △434 △569

特別利益     
  投資有価証券売却益 － 38
  土地売却益 127 －

  その他 0 1

  特別利益合計 127 39

特別損失     
  固定資産除売却損 76 4
  投資有価証券売却損 － 568

  その他 1 2

  特別損失合計 78 574

税金等調整前四半期純損失（△） △385 △1,104

法人税、住民税及び事業税 12 0

法人税等調整額 67 △191

法人税等合計 80 △191

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △913

少数株主損失（△） △4 △5

四半期純損失（△） △461 △907
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

    
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税金等調整前四半期純損失（△） △59 △1,380
  減価償却費 1,125 1,075
  受取利息及び受取配当金 △387 △337
  支払利息 173 173
  持分法による投資損益（△は益） 356 381
  投資有価証券売却損益（△は益） △260 530
  土地売却損益（△は益） △128 －
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 149
  売上債権の増減額（△は増加） 690 495
  たな卸資産の増減額（△は増加） 234 △535
  仕入債務の増減額（△は減少） △353 338

  その他 △511 △240

  小計 878 649

  利息及び配当金の受取額 435 364
  利息の支払額 △87 △76
  特別退職金の支払額 － △186
  法人税等の支払額 △170 △370

  法人税等の還付額 409 142

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,466 522

投資活動によるキャッシュ・フロー     
  有価証券の償還による収入 1,000 4,024
  有形固定資産の取得による支出 △414 △519
  固定資産の売却による収入 130 －
  投資有価証券の取得による支出 － △1,979
  投資有価証券の売却による収入 1,598 1,585

  その他 158 △61

  投資活動によるキャッシュ・フロー 2,472 3,050

財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入金の純増減額（△は減少） △700 △4,100
  長期借入れによる収入 － 4,000
  長期借入金の返済による支出 △625 △1,125
  配当金の支払額 △813 △800

  その他 △381 △37

  財務活動によるキャッシュ・フロー △2,519 △2,062

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,418 1,484

現金及び現金同等物の期首残高 2,630 6,481

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 4,048 ※１ 7,966
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  

  

  

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

１．連結の範囲に関する事項の変更 

  
（１）連結の範囲の変更 

旧株式会社ダイドーインターナショナルは、旧株式会社ダイナシティを吸収合併して株式会社

ダイナシティに商号変更しております。そのため、第１四半期連結会計期間より旧株式会社ダイ

ナシティを連結の範囲から除外しております。 

また、株式会社ダイナシティより新設分割により設立した株式会社ダイドーインターナショナ

ルを第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

さらに、第１四半期連結会計期間より、新規設立した大都利美特（中国）投資有限公司を連結

の範囲に含め、清算した株式会社ダイドーシェアードサービスを連結の範囲から除外しておりま

す。 

  
（２）変更後の連結子会社の数 

13社 

  
２．会計処理基準に関する事項の変更 

  
「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号  平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ１百万円増加し、

税金等調整前四半期純利益は、148百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は190百万円であります。 
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【表示方法の変更】 

  

  

  

  

  

【簡便な会計処理】 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  

該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づき財務諸

表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用に伴い、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しておりま

す。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間に区分掲記しておりました「固定資産の売却による収入」は、金額が

僅少となったため、「その他」に含めて表示することにいたしました。 

なお、当第２四半期連結累計期間の金額は５百万円であります。 

  
  

 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づき財務諸

表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用に伴い、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しておりま

す。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

  

当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 
  

  

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 

32,675 百万円 
 

  

  

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 

31,781 百万円 

※２  担保資産及び担保付債務 ※２  担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 7,195 百万円 

機械装置及び運搬具 24 〃 

土地 54 〃 

その他 16 〃 

計 7,290 〃 
 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 5,467 百万円 

機械装置及び運搬具 25 〃 

土地 25 〃 

その他 18 〃 

計 5,537 〃 

担保付債務は次のとおりであります。 

  

長期預り保証金等 7,711 百万円 

長期借入金 4,500 〃 
 

（うち１年内返済予定の
長期借入金 

1,000 〃    ） 
 

担保付債務は次のとおりであります。 

長期預り保証金等 7,891 百万円 

※３  財務制限条項 

当社が締結しております平成22年３月２日締結

の金銭消費貸借契約に基づく長期借入金（当第２

四半期連結会計期間末残高4,500百万円（うち１年

内返済予定額1,000百万円））について、以下の財

務制限条項が付されております。 

①各年度の決算期及び第２四半期の末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

直前の決算期（含む第２四半期）比50％以上に

維持すること。 

②各年度の決算期における連結の損益計算書に示

される経常損益が、平成22年３月期以降の決算

期につき２期連続して損失とならないようにす

ること。 

  

※３  財務制限条項 

(1)  当社が締結しております平成17年５月18日締結

の金銭消費貸借契約に基づく１年内返済予定の長

期借入金（当連結会計年度末残高625百万円）につ

いて、以下の財務制限条項が付されております。 

①各年度の決算期及び中間期の末日における連結

の貸借対照表における資本の部の金額を前年同

期比75％以上に維持すること。 

②各年度の決算期における連結の損益計算書に示

される経常損益が、平成16年３月期以降の決算

期につき２期連続して損失とならないようにす

ること。 

③各年度の決算期における単体の損益計算書に示

される経常損益が、平成16年３月期以降の決算

期につき２期連続して損失とならないようにす

ること。 

(2)  当社が締結しております平成22年３月２日締結

の金銭消費貸借契約に基づく長期借入金（当連結

会計年度末残高5,000百万円（うち１年内返済予定

額1,000百万円））について、以下の財務制限条項

が付されております。 

①各年度の決算期及び第２四半期の末日における

連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

直前の決算期（含む第２四半期）比50％以上に

維持すること。 

②各年度の決算期における連結の損益計算書に示

される経常損益が、平成22年３月期以降の決算

期につき２期連続して損失とならないようにす

ること。 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

  

第２四半期連結会計期間 

  

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。 

  

歩合家賃 1,464 百万円 

従業員給料及び手当 1,719 〃 

賞与引当金繰入額 53 〃 

貸倒引当金繰入額 18 〃 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。 

  

歩合家賃 1,374 百万円 

従業員給料及び手当 1,648 〃 

賞与引当金繰入額 56 〃 

貸倒引当金繰入額 31 〃 

    

 

前第２四半期連結会計期間 

(自  平成21年７月１日 

  至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日 

  至  平成22年９月30日) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。 

   

歩合家賃 674 百万円 

従業員給料及び手当 783 〃 

賞与引当金繰入額 33 〃 
 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。 

   

歩合家賃 621 百万円 

従業員給料及び手当 768 〃 

賞与引当金繰入額 20 〃 

    

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

(平成21年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

(平成22年９月30日現在) 

  

  

現金及び預金勘定 4,048 百万円 

現金及び現金同等物 4,048 〃 
 

  

  

現金及び預金勘定 7,966 百万円 

現金及び現金同等物 7,966 〃 
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(株主資本等関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月

１日 至 平成22年９月30日) 

  

  

(注) 当社は、平成21年１月５日取締役会において、従業員の処遇の一部と当社の株価や業績との連動性をより

高め、株価の変動による経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価上昇及び業績向上への従業

員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入することを決議いた

しました。この導入に伴い、平成21年４月１日付けで自己株式428,500株を資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託口）へ拠出しております。なお、自己株式数については、平成22年９月30日現在において信託口

が所有する当社株式336,500株を自己株式数に含めて記載しております。 

  

(注) 平成17年新株予約権につきましては、会社法の施行日前に付与されたストックオプションであるため、残

高はありません。 

  

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末(株) 

普通株式 37,696,897 
 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末(株) 

普通株式 3,240,615 
 

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳 目的となる株式の種類
目的となる株式の数 

(株) 

当第２四半期 

連結会計期間末残高 

(百万円) 

提出会社 平成17年新株予約権 普通株式 10,800 ― 

提出会社 
ストックオプション 

としての新株予約権 
― ― 137 

合計 ― 137 
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(1) 配当金支払額 

(注) 配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に対する配当金９百万円を含んでお

ります。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

(注) 配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に対する配当金６百万円を含んでお

ります。 

  

  

  

４ 配当に関する事項

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 800 23.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月4日取
締役会 

普通株式 695 20.00 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日） 

  

(注) １  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品 

事業区分の方法は、事業者向け衣料原料事業と消費者向け衣料製品事業及び不動産賃貸等事

業の３つにセグメンテーションしております。 

２  ［主要な製品の名称] 

衣料原料…………紳士服向け毛織物、婦人服向け毛織物 

衣料製品…………紳士・婦人衣料製品(スーツ、ブレザー、ジャケット、スラックス) 

不動産賃貸等……ショッピングセンター店舗・事務所用ビル等の賃貸等 

  

  

前第２四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日） 

  

(注) １  事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品 

事業区分の方法は、事業者向け衣料原料事業と消費者向け衣料製品事業及び不動産賃貸等事

業の３つにセグメンテーションしております。 

２  ［主要な製品の名称] 

衣料原料…………紳士服向け毛織物、婦人服向け毛織物 

衣料製品…………紳士・婦人衣料製品(スーツ、ブレザー、ジャケット、スラックス) 

不動産賃貸等……ショッピングセンター店舗・事務所用ビル等の賃貸等 

  

  

  
衣料原料事業 

(百万円) 

衣料製品事業

(百万円) 

不動産賃貸等
事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する 
売上高 

617 4,255 1,309 6,182 － 6,182 

(2)セグメント間の 
内部売上高 

43 20 85 150 （150） － 

計 660 4,276 1,395 6,332 （150） 6,182 

営業利益または 
営業損失（△） 

△143 △307 559 109 （273） △163 
 

  
衣料原料事業 

(百万円) 

衣料製品事業

(百万円) 

不動産賃貸等
事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する 
売上高 

1,011 8,724 2,655 12,391 － 12,391 

(2)セグメント間の 
内部売上高 

125 22 182 330 （330） － 

計 1,137 8,747 2,837 12,722 （330） 12,391 

営業利益または 
営業損失（△） 

△238 △552 1,159 368 （569） △201 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日） 

  

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア・・・中華人民共和国 

  

  
前第２四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日） 

  

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア・・・中華人民共和国 

  

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日）並びに前第２四半期

連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日） 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高           

(1)外部顧客に対する 
売上高 

5,981 200 6,182 － 6,182 

(2)セグメント間の 
内部売上高 

166 549 715 （715） － 

計 6,147 749 6,897 （715） 6,182 

営業利益または 
営業損失（△） 

305 △196 109 （273） △163 
 

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高           

(1)外部顧客に対する 
売上高 

11,812 579 12,391 － 12,391 

(2)セグメント間の 
内部売上高 

393 1,225 1,619 （1,619） － 

計 12,206 1,804 14,010 （1,619） 12,391 

営業利益または 
営業損失（△） 

648 △279 368 （569） △201 
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【セグメント情報】 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「衣料事

業」及び「不動産賃貸事業」の２つを報告セグメントとしております。なお、経済的特徴が概ね類似し

ている事業セグメントを集約しております。 

「衣料事業」は、事業者向けの毛織物及び消費者向けの紳士・婦人衣料製品等の製造販売を行ってお

ります。 

「不動産賃貸事業」は、ショッピングセンター店舗・事務所用ビル等の賃貸等を行っております。 
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

（単位：百万円） 

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額16百万円には、セグメント間取引消去0百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益及び全社費用16百万円が含まれております。 

全社収益は主にグループ子会社からの経営管理指導料であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日） 

（単位：百万円） 

  

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額81百万円には、セグメント間取引消去0百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益及び全社費用80百万円が含まれております。 

全社収益は主にグループ子会社からの経営管理指導料であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  
  

  

  
報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額 

(注)２ 衣料事業 不動産賃貸事業

売上高           

  外部顧客への売上高 9,576 2,538 12,114 － 12,114 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

－ 137 137 △137 － 

計 9,576 2,675 12,252 △137 12,114 

セグメント利益又は損失(△) △826 609 △216 16 △199 
 

  
報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額 

(注)２ 衣料事業 不動産賃貸事業

売上高   
  
  

      

  外部顧客への売上高 4,802 1,273 6,075 － 6,075 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

－ 68 68 △68 － 

計 4,802 1,341 6,144 △68 6,075 

セグメント利益又は損失(△) △564 258 △306 81 △225 
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(金融商品関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  

有価証券及び投資有価証券、短期借入金、長期借入金（１年内返済予定を含む）及びデリバティ

ブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 

（(注２)参照） 

（単位：百万円） 

(※)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については (  ) で示しております。 

  

(注１)  １. 有価証券及び投資有価証券の時価の算定方法 

株式は取引所の価格によっており、債券は主として取引所の価格によっております。 

２. 短期借入金の時価の算定方法 

短期間で決算されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

３. 長期借入金（1年内返済予定を含む）の時価の算定方法 

金利が一定期間ごとに更改される条件であり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額

によっております。 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

４. デリバティブ取引の時価の算定方法 

デリバティブ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格等によっております。 

  
(注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、 

「有価証券及び投資有価証券  その他有価証券」には含めておりません。 

  

  

科目 
四半期連結 

貸借対照表計上額 
時価 差額 時価の算定方法 

有価証券及び投資有価証券         

その他有価証券 16,414 16,414 － (注１) 

短期借入金 5,727 5,727 － (注１) 

長期借入金 
（１年内返済予定を含む） 

8,500 8,579 79 (注１) 

デリバティブ取引         

ヘッジ会計が適用されて
いないもの 

(37) (37) － (注１) 
 

区        分 四半期連結貸借対照表計上額 

投資有価証券 

非上場株式 
3,336百万円 
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(有価証券関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい

変動が認められます。 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額217百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  
  

(デリバティブ取引関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  

対象物の種類が金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れます。 

  

金利関連 

（注）ヘッジ会計を適用しているものは除いております。 

  

  

  

区分 
取得原価 

(百万円) 

四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

株式 3,171 4,357 1,186 

債券       

 国債 12,962 11,057 △1,904 

 社債 999 999 △0 

合計 17,133 16,414 △718 
 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引以外の取引         

 金利スワップ取引         

  支払固定・受取変動 4,000 3,500 △37 △37 
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(ストック・オプション等関係) 

  

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

  

(企業結合等関係) 

  

該当事項はありません。 

  

  

(資産除去債務関係) 

  

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動はありません。 

  

(注) 「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を、第１四半期連結会計

期間から適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期

首における残高としております。 

  

  

(賃貸等不動産関係) 

  

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動はありません。 
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(１株当たり情報) 

「１．１株当たり純資産額」及び「２．１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額」を算定するための「普通株式の自己株式数」においては、資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式（当第２四半期会計期間末現在336,500株）につい

て、四半期連結財務諸表において自己株式として会計処理していることから、「１株当たり純資産額

の算定に用いられた普通株式の数」及び「普通株式の期中平均株式数」は、当該株式を控除して算出

しております。  

  

１．１株当たり純資産額 

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎 

  
  

当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 
  

  717円57銭 
 

  

758円16銭 
 

    

 

  
当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年９月30日) 
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 24,945 26,284 

普通株式に係る純資産額（百万円） 24,724 26,061 

差額の主な内訳     
 新株予約権（百万円） 137 130 
 少数株主持分（百万円） 83 92 

普通株式の発行済株式数（千株） 37,696 37,696 

普通株式の自己株式数（千株） 3,240 3,322 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株） 

34,456 34,374 
 

― 48 ―



  
２．１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

  

第２四半期連結累計期間 

  

(注)１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

第２四半期連結会計期間 

  

(注)１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 
  

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 11円55銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 12円93銭 
 

    

 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△） 
(百万円） 

△402 △444 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △402 △444 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,856 34,390 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

－ － 

 

前第２四半期連結会計期間 

(自  平成21年７月１日 

  至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日 

  至  平成22年９月30日) 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 13円32銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 26円39銭 
 

    

 

  
前第２四半期連結会計期間 
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△） 
(百万円） 

△461 △907 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △461 △907 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,635 34,407 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

－ － 

 

― 49 ―



  
(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

平成22年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額－－－－－－－－－－－695百万円 

(ロ) １株当たりの金額－－－－－－－－－－－－－－－－ 20円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日－－－ 平成22年12月２日 

(注) 平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成28年２月12日

株式会社 ダイドーリミテッド  

 取 締 役 会  御 中 
  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ダイドーリミテッドの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッド及び連結子会

社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正

している。なお、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成22年11月15日に四半期レビ

ュー報告書を提出した。 

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   日高真理子  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   唯根 欣三  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   吉岡 昌樹  ㊞ 
 

  

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年２月18日 

【会社名】 株式会社ダイドーリミテッド 

【英訳名】 DAIDOH LIMITED 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    大  川    伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役執行役員経理財務担当    福  羅    喜  代  志 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田三丁目１番16号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

 （名古屋市中区栄三丁目８番20号） 
 



  

当社代表取締役社長 大川 伸 及び当社最高財務責任者 福羅 喜代志 は、当社の第88期第２四半

期（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品

取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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